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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社グループは、経営の健全性、透明性、効率性、迅速性を常に意識し、継続的な企業価値の向上及び株主を含めた全てのステークホルダーと
の円滑な関係構築を実現することを経営の基本方針とし、その実現のために、取締役会及び監査役会を軸としてコーポレート・ガバナンスの充実
を図っていく所存であります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則4-10①】

当社は、独立社外取締役が取締役会構成員の過半数に達しておりませんが、社外取締役独自の外的な視点から各取締役や監査役、経営陣等と
頻繁に意見交換や提言を行っており、独立社外取締役としての責務を十分に果たしていると考えております。指名・報酬などの特に重要な事項に
ついては、必要に応じて独立社外取締役から関与・助言を得ておりますが、今後は取締役会の任意諮問委員会である指名報酬諮問委員会の設
置を検討しており、取締役の報酬や人事指名審議等について客観性や透明性をより明確にし、取締役会機能の独立性・客観性と説明責任を強化
してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

コーポレートガバナンス・コードの各原則については、当社ウェブサイト・IRページ内「ESGへの取り組み」内の「ガバナンス」にて開示を行っておりま
す。

https://corp.zozo.com/ir-info/management-policy/esg/

２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

前澤友作 109,726,600 35.90

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口) 9,588,100 3.10

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 9,571,100 3.10

ＭＬＩ ＦＯＲ ＣＬＩＥＮＴ ＧＥＮＥＲＡＬ　ＯＭＮＩ ＮＯＮ ＣＯＬＬＡＴＥＲＡＬ ＮＯＮ　ＴＲＥＡＴＹ－ＰＢ 7,719,300 2.50

ゴールドマン・サックス・アンド・カンパニーレギュラーアカウント 7,343,043 2.40

ＭＳＣＯ ＣＵＳＴＯＭＥＲ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ 6,300,961 2.10

ＴＨＥ ＢＡＮＫ ＯＦ ＮＥＷ ＹＯＲＫ ＭＥＬＬＯＮ １４００５１ 4,218,900 1.40

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 4,176,800 1.40

ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー５０５２２５ 4,016,017 1.30

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口７） 3,758,800 1.20

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性



上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 小売業

直前事業年度末における（連結）従業員

数
1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高
1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 6 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され

ている人数
2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

小野光治 他の会社の出身者 △

堀田和宣 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

小野光治 ○ ―――

ファッション業界を中心としたアートディレクショ
ン及び企業・製品のブランディング活動で培わ
れた豊富な経験と幅広い知識・見地に基づき、
当社の経営の監視並びにコーポレートガバナ
ンス強化を行っております。同氏が在籍する事
業会社と過去にコンサルティング契約を締結し
ておりましたが、その取引は僅少であること、ま
た現在は契約が終了していることから、特別な
利害関係を有しておらず、当社の意思決定に
対して影響を与える取引関係はないと判断した
ため、独立役員として指定するものでありま
す。



堀田和宣 ○ ―――

ウェディング業界およびホテル業界で培われた
豊富な経験と幅広い見識をもとに当社の経営
を監督していただくとともに、当社の経営全般
に助言を頂戴することによりコーポレート・ガバ
ナンス強化に寄与していただきたいと判断した
ためであります。また同氏は上記のa～lの項目
について、いずれにも該当していないことから、
一般株主と利益相反の生じるおそれがないと
判断したため、独立役員として指定するもので
あります。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役監査につきましては、監査基本計画に従い、社内規程及び法令の遵守状況、業務の妥当性等について監査を行うため、各種議事録、稟議
書類、契約書、各種取引記録等の閲覧監査、関係者へのヒアリング、会計監査人による監査への立会等を実施しております。併せて、毎月開催さ
れる当社取締役会には全監査役が出席し、必要に応じて意見を述べる他、常勤監査役は、その他重要な会議及び子会社の取締役会にも出席し
取締役の業務執行状況の監査を実施しております。また必要に応じて子会社に対して事業の報告を求め、その業務及び財産の状況について把
握しております。

内部監査は、代表取締役社長直轄の内部監査室（人員は室長を含む5名体制）が担当しており、当社が定める「内部監査規程」に基づき当社、子
会社及び関連会社の業務運営及び管理体制の実態を調査し、諸法令、定款及び社内規程への準拠性を確かめ、業務の合理化、効率化、及び適
正な遂行の促進に寄与しております。

内部監査、監査役監査、会計監査の相互連携、監査と内部統制部門との関係につきましては、内部監査室、監査役会、会計監査人は、各々の監
査計画や監査の進捗状況等の情報を共有し、意見交換を行うことにより、連携を図り監査の有効性、効率性を高めております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され

ている人数
3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

五十嵐　弘子 公認会計士

茂田井　純一 公認会計士

宇都宮　純子 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）



l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

五十嵐　弘子 ○ ―――

公認会計士の資格を有しており、また、他の企
業において経理グループ責任者として職務に
携わっていたことから、財務及び会計に関する
相当程度の知見を有し、当社の監査において
その職務を適切に遂行して頂けるものと判断し
たためであります。また同氏は上記のa～lの項
目について、いずれにも該当していないことか
ら、一般株主と利益相反の生じるおそれがない
と判断したため、独立役員として指定するもの
であります。

茂田井　純一 ○ ―――

会計士・税理士としての財務・会計に関する相
当程度の知見を有しており、専門家としての高
い見識と豊富な経験から、当社の業務執行に
対し中立公正な立場から適切な監査を行って
おります。また同氏は上記のa～lの項目につい
て、いずれにも該当していないことから、一般
株主と利益相反の生じるおそれがないと判断し
たため、独立役員として指定するものでありま
す。

宇都宮　純子 ○ ―――

弁護士としての専門的見地及び企業法務に関
する相当程度の知見を有しているため、適切な
監査をしていただけるものと判断したためであ
ります。また同氏は上記のa～lの項目につい
て、いずれにも該当していないことから、一般
株主と利益相反の生じるおそれがないと判断し
たため、独立役員として指定するものでありま
す。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

当社の取締役の報酬は株主総会の決議により、報酬限度額を決定しております。社外取締役を除く取締役の報酬の方針としては、月額固定報酬
の「基本報酬」と全社業績計画に対する達成度を基準とした「業績連動報酬」で構成されております。また、中長期インセンティブとして株価条件付
株式報酬型ストックオプションを付与しております。業務執行から独立した立場である社外取締役については基本報酬のみを支給する方針として
おります。なお、取締役には退職慰労金制度はありません（但し、当該制度廃止前に支給が決定されていたものは除きます）。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役

該当項目に関する補足説明

本ストックオプションは、その発行総数の90％以上を当社代表取締役社長である前澤友作氏に対して付与いたしました。

付与対象者である取締役と当社株主の利益意識の共有を図ると共に、当社の新規事業開発において当社に対するコミットメント及び事業計画の
達成を促進するものであります。

【取締役報酬関係】



（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

取締役に支払った報酬　416百万円

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

経営陣の報酬については、毎年定時株主総会後の取締役会で、会社の業績や経営内容、経済情勢等を総合的に考慮して取締役会において個
別の報酬額を決定しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役・社外監査役のサポートは経営管理本部が行っております。また、常勤監査役が非常勤監査役との間で適宜情報の交換を行ってお

ります。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（a）取締役会体制

当社の取締役会は、業務執行に関する経営上の重要事項の意思決定を行うとともに、取締役の職務の執行を監督し、意思決定の透明性、効率
性及び公平性の確保に努めております。2019年6月25日の第21回定時株主総会において、取締役6名（うち社外取締役2名）が選任されておりま
す。

取締役会においては、定時取締役会を原則として毎月１回、臨時取締役会を必要に応じて随時開催しており、2018年3月期の実施状況は19回、
2019年3月期は21回となっております。

社外取締役2名については、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の賠償責任について、善意でかつ重大な過失がない場
合には、法令の定める限度額までに限定する契約を締結しております。

（b）監査役会・監査役

当社は会社法関連法令に基づく監査役会設置会社となっております。取締役会の運営状況の監視及び取締役の職務の執行を含む日常的活動
の監査を行っており、2019年6月25日開催の第21回定時株主総会において監査役2名が選任され、監査役員数は3名となっております。また監査
役全員を社外監査役としております。

また、社外監査役は弁護士及び公認会計士であり、それぞれの経験と実績を活かした経営の監視を実施しております。監査役会は原則として毎
月１回開催しており、実施状況は2018年3月期は19回、2019年3月期は20回となっております。

監査役は、株主総会及び取締役会への出席や、取締役、執行役員、従業員、会計監査人からの報告収受などの法律上の権利行使のほか、常勤
監査役におきましては、重要な会議体である経営会議・コンプライアンス委員会等への出席、各部署へのヒアリングによる監査、重要な子会社へ
の往査の実施など実効性のあるモニタリングを実施しているほか、日々の監査業務のなかで当社経営の健全性向上に資する意見を具申しており
ます。また会計監査人、内部監査室及び子会社の取締役との意見交換を通じて有効かつ効率的な監査業務を遂行しております。

なお、各監査役とは、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の賠償責任について、善意でかつ重大な過失がない場合に
は、法定の定める限度額までに限定する契約を締結しております。

（c）経営会議

経営会議は、取締役及び執行役員、オブザーバーとして、社外取締役、本部長、常勤監査役、子会社代表取締役、必要に応じて付議事項に関係
のある責任者で構成されており、原則として毎月2回開催しております。経営会議は決裁権限基準に基づく、決議、審議、報告を行うとともに、会社
の経営方針に則った業務報告とこれらに関する重要な情報の収集・分析、部署間の情報共有、更には事業計画、事業全体に関わる方針や各事
業部門において抱えている課題で組織横断的に協議すべき事項について、代表取締役及び決裁権限基準に基づく決裁者の意思決定に資するた
めに実施しております。

(d)内部監査室

内部監査室は、監査役や会計監査人と連携を取りながら、年度内部監査計画書により各事業部門へのヒアリング、実地調査を行い、内部統制、
コンプライアンス等の実効性と効率性の向上に努めております。

(e)監査法人等

当社は、有限責任 あずさ監査法人と監査契約を締結しております。

業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員・業務執行社員　篠崎 和博

指定有限責任社員・業務執行社員　田中 徹

監査業務に係る補佐者の構成

公認会計士6名

その他 11名

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社グループは、経営の健全性、透明性、効率性、迅速性を常に意識し、継続的な企業価値の向上及び株主を含めた全てのステークホルダー

との円滑な関係を構築することを経営の基本方針としており、その実現のために、取締役会及び監査役会を軸とした企業統治の体制を採用して

おります。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 決算業務の早期化を図り、招集通知発送前の早期開示を行っております。

集中日を回避した株主総会の設定 より多くの株主が参加できるよう集中日を避けた日程で株主総会を開催しております。

招集通知（要約）の英文での提供 招集通知の翻訳を行い、当社ホームページにて情報提供を行っております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 当社コーポレートサイトに記載しております。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

四半期毎に説明会を開催しております。 あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催

海外投資家の比率を踏まえ、決算説明資料、株主総会招集通知および各四
半期決算概況、その他必要事項において英文での開示を行っております。ま
た決算説明会でのリアルタイム映像配信や海外とのカンファレンスコールにお
いても同時通訳による英語での情報提供を行っております。

あり

IR資料のホームページ掲載
決算短信、四半期決算短信、アナリスト向け決算説明会資料、その他適時開

示資料等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 IRに関する担当部署は経営管理本部 経営推進部であります。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

・幕張近辺に住む当社スタッフに対し、月額5万円を支給する社内制度「幕張手当」を実施
し、350名を超えるスタッフに手当を支給するなど、拠点となる地元千葉や幕張への貢献に
注力しております。

・幕張海浜公園で開催している千葉市民花火大会「幕張ビーチ花火フェスタ」では、同年よ
りグランドフィナーレを飾るメインスポンサーとして協賛しており、2018年は国内最大級の2
万発の打ち上げを実施いたしました。

・地元幕張の活性化および貢献を目的に、ZOZOPARK HONDA FOOTBALL AREAの命名

権や、千葉マリンスタジアムの命名権を取得し、地域の方に馴染みの深い「マリン」と当社
のサービス名称の「ZOZO」を組み合わせ、「ZOZOマリンスタジアム」と命名いたしました。
また、ZOZOTOWN内において、「ZOZOTOWN×CHIBA（ゾゾタウン×チバ）」という、千葉応
援ショップを展開しており、地元プロスポーツチームの千葉ロッテマリーンズ（野球）やジェフ
ユナイテッド千葉・市原（サッカー）、千葉ジェッツふなばし（バスケットボール）とのコラボ
グッズなど、千葉の企業や団体とコラボレーションアイテムを販売しています。

・千葉市動物公園を応援すべく、動物公園主催のイベントに協賛し、千葉大学の学生がデ
ザインしたTシャツを共同制作し販売するなど、イベント活性化に協力させていただきまし
た。

・千葉市、千葉大学とそれぞれ包括的連携協定を締結いたしました。人的・知的資源の交
流などを通して、学術・文化の振興と地域経済の活性化を目指し、地域社会へ貢献するこ
とを目的としております。今後、当協定をきっかけに現在新オフィス建設中である西千葉を
中心に様々な活動に取り組んでまいります。

今後も引き続き、事業活動を通じながら当社独自の働き方の指針である「楽しく働く」を体
現しつつ、千葉市や幕張がより一層注目され活性化できるような取り組みを展開してまいり
ます。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

全てのステークホルダーに対し、迅速、正確、公平、継続を基本に金融商品取引法等の関
連法令及び東京証券取引所の定める規則を遵守し、情報提供に努めます。

その他

・当社は、様々な価値観の存在は会社の持続的な成長を確保する上で強みとなることを十
分に認識しております。積極的な障がい者採用の実施と採用後の業務サポートに注力す
るほか、継続的な女性社員活躍の推進により、2019年6月1日現在で、女性監査役1名、女
性管理職39名が就任しております。

・Forbes Japan Woman Awardにて従業員300名以上1,000名以下の企業部門でグランプリ

を受賞、積極的な女性活躍推進施策を行わなくとも、自然と女性が活躍できる環境が作ら
れていることが高く評価されました。（2016年）

・当社独自の時短制度「家族時短」を開始いたしました。（2018年）　子の育児や親の介護
だけでなく、同居している友人やペットなどにおいても短縮勤務が利用可能な制度となって
おります。今後も男女に関わらず、従業員それぞれの個性やライフスタイルに応じ、社員の
誰もが継続的に活躍できる環境を提供してまいります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社では、取締役会において「内部統制システム構築の基本方針」を、次のとおり決議しております。

1.当社の取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する事を確保するための体制

（１）当社の取締役及び使用人の職務の執行が、法令及び定款に適合し、かつ企業倫理の遵守及び社会的責任を果たすため、代表取締役を委員
長とするコンプライアンス委員会を設置することにより、コンプライアンス体制の構築、維持を図り、法令等に違反する行為、違反の可能性のある
行為又は不適切な取引を未然に防止し、当社の取締役及び使用人の法令遵守体制の強化を図る。

（２）法令や社内諸規程等に反する疑いのある行為等を当社の取締役及び使用人が通報するための内部通報制度（ヘルプライン）を設置し、不正
行為等を早期に発見し、是正する。ヘルプラインに通報された事項に関しては、コンプライアンス委員会にて調査を行い、是正が必要な行為が明
らかになった場合は、コンプライアンス委員会にて速やかに是正措置及び再発防止策を決定し、実施する。

（３）前号の通報を行った者が、当該通報をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないよう 必要な措置を講ずるものとする。

（４）内部監査室は、コンプライアンス体制の調査、法令ならびに定款上の問題の有無を調査し、取締役会及び監査役会に報告する。

（５）取締役会は、定期的にコンプライアンス体制を見直し、問題点の把握と改善に努める。

（６）監査役会は、この内部統制システムの有効性と機能を監査し、課題の早期発見と是正に努める。

2.当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（１）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理については、法令、「情報システム管理規程」及び「文書取扱規程」に基づき、文書ま
たは電磁的媒体により記録の上、適切に管理、保存する。

（２）当社の監査役は、これらの情報を常時閲覧することができる。

3.当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１）当社のリスク管理統括責任者は経営管理本部担当取締役とし、取締役、本部長及び関連部署ディレクターは「リスク管理規程」に基づき、各
種リスクを洗い出し並びに評価を行い、リスクの回避、軽減又は移転に必要な措置を事前に講ずる。

（２）内部監査室は、各組織のリスク管理状況を監査し、その結果を取締役会及び監査役会に報告する。

（３）取締役会は、定期的にリスク管理体制を見直し、問題点の把握と改善に努める。

4.当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）「取締役会規程」、「組織規程」、「業務分掌規程」及び「職務権限規程」等を定めることにより、取締役と各部署の職務及び責任の明確化を図
る。また、「取締役会規程」により、取締役会に付議すべき事項、各取締役で決裁が可能な範囲を定め、取締役の職務の執行が効率的に行われ
る体制とする。

（２）代表取締役は、「予算管理規程」に基づき年度経営計画を立案し、取締役会での承認を受け、各部門担当取締役は決定された計画に基づ
き、各部門が実施すべき具体的施策及び効率的な業務遂行体制を決定する。

（３）経営管理本部担当取締役は、取締役会において年度経営計画の進捗状況について定期的に報告し、取締役会にて当該施策及び効率的な
業務遂行体制を阻害する要因の分析とその改善を図っていく。

5.当社並びにその子会社から成る企業集団（以下「当社グループ」という）における業務の適正を確保するための体制

（１）子会社の取締役または監査役を当社から１名以上派遣し、子会社の取締役の職務執行の監視・監督または監査を行う。子会社の事業運営、
コンプライアンス体制及びリスク管理体制の整備その他子会社の経営管理については、「関係会社管理規程」に基づき経営管理本部が担当す
る。子会社の経営については、その自主性を尊重しつつ、当社への事業の状況に関する定期的な報告と重要事項については適切な承認を得るも
のとする。

（２）内部監査室は、当社の子会社管理状況及び子会社の業務活動について内部監査を実施する。

6.監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制並びにその使用人に対する実効性の確保に
関する事項と取締役からの独立性に関する事項

（１）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査役と協議の上、監査役を補助すべき使用人として指名する
ことができる。監査役が指定する補助すべき期間中は、指名された使用人への指揮権は監査役に移譲されたものとし、取締役の指揮命令は受け
ないものとする。

（２）監査役を補助すべき使用人の人事異動、人事評価、懲戒に関しては、監査役会の事前の同意を得るものとする。

7.当社グループの取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制

（１）当社グループの取締役及び使用人は、当社に著しい損害を及ぼす恐れのある事項及び不正行為や重要な法令並びに定款違反行為を認知
した場合の他、取締役会に付議する重要な事項と決定事項、重要会計方針、会計基準及びその変更、内部監査の実施状況、重要な月次報告、
その他必要な重要事項を、法令及び社内規程に基づき監査役に報告するものとする。

（２）前号の報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないよう必要な措置を講ずるものとする。

8.その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１）監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会及び経営会議に出席するとともに、その他の重要な会議
への出席や稟議書類等業務執行に係る重要な文書を閲覧し、取締役及び使用人に説明を求めることとする。

（２）監査役は、「監査役会規程」及び「監査役監査基準」に基づく独立性と権限により、監査の実効性を確保するとともに、内部監査室及び会計監
査人と緊密な連携を保ちながら監査が実効的に行われる体制を確保する。

（３）代表取締役は、監査役会と定期的に会合をもち、会社が対処すべき課題、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意
見を交換し、相互の意思疎通を図る。

（４）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務に関して支払の請
求があった場合には速やかに支払いを行うものとする。

9.反社会的勢力排除に向けた体制

社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力や団体とのいかなる関係も排除し、警察、顧問弁護士等外部の専門機関とも連携
を取りつつ、不当要求等に対しては毅然とした姿勢で組織的に対応する。



10.財務報告の信頼性を確保するための体制

財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制が有効に機能する体制を構築、整備、運用する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社グループは、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会勢力や団体とのいかなる取引も排除し、警察、顧問弁護士等外部の専
門機関とも連携を取りつつ、不当要求等に対しては毅然とした姿勢で組織的に対応することを基本方針としております。

また、反社会的勢力との関係を持たないよう、当社グループでは新規仕入先、新規外注先等との取引開始前に、法務部にて調査を行い、その後
定められた基準に従い外部の調査機関による調査を実施するよう手続きを整備しており、この手続きを実施したうえで取引開始をするなどの体制
を確立しております。加えて、少なくとも年１回は既存取引先の調査を行い、継続的に情報を収集できる体制としております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

適時開示体制について

(1)適時開示体制の整備及び運用状況

ａ．適時開示体制の整備に向けた取組み

（基本方針）

当社グループは、すべてのステークホルダーに対し、迅速、正確、公平、継続を基本に金融商品取引法等の関連法令及び貴所の定める適時開示
等に係る規則（以下「適時開示規則」といいます）を遵守し、情報提供に努め、また適時開示規則には該当しないその他の情報につきましても、適
時開示の趣旨を踏まえて適切な方法により迅速、正確かつ公平に開示する方針です。

（重要情報の収集体制）

当社グループでは、開示対象となる可能性がある情報（決定事実、発生事実、決算情報等）の収集につきましては、「内部者取引管理規程」に基
づき、役員及び従業員に対して重要事実に該当する事項の周知を行うことにより、情報収集の網羅性を確保しております。

具体的には、従業員が業務上取得した情報が内部情報に該当するかどうかの疑義を生じたときは、直ちに当社においては所属部署ディレクター、
子会社においては代表取締役社長に報告することとなっており、当該報告を受けた各部署のディレクター又は子会社の代表取締役は、遅滞なく情
報取扱責任者に報告することになっております。また、情報取扱責任者は原則毎月2回開催している経営会議において、各事業部門ディレクター
からの各種報告により情報を収集し、決算情報を含む重要な内部情報の把握に努めております。

（適時開示の実施）

情報取扱責任者は、取得した情報が、法令及び諸規程に定める重要な内部情報に該当するかを判断し、該当する場合の情報開示の決定につい
ては、情報取扱責任者の起案により取締役会にて行うこととしております。なお、情報管理担当部署が、開示にかかる資料の作成を行うこととなり
ますが、作成にあたっては、内容の正確性のみならず、明瞭性や適法性も意識し、投資判断資料として十分な情報が記載された開示資料を作成
するよう努めております。また、適時開示の実施は、原則取締役会の承認を経て行われるものでありますが、重要な発生事実等、緊急に開示を行
う必要がある場合には、代表取締役社長の決定により、即時に情報開示を行えることとしております。

（適時開示の方法）

適時開示の方法につきましては、情報開示の決定がなされた事項について、情報管理担当部署により、東京証券取引所の提供する適時開示電
子情報システム（TDnet：Timely Disclosure network）に登録し提供しております。また、TDnet公開後、当社ホームページへの掲載を行い、全ての

ステークホルダーに公平に情報が提供されるよう努めております。

（適時開示体制のモニタリングについて）

当社グループ内における適時開示体制が適正に機能しているかの監視につきましては、内部監査室による定期的な監査により、当社グループの
従業員による内部取引管理規程の遵守や情報管理担当部署による適切な適時開示が実施されているかの監視を行っております。また、監査役3
名（うち非常勤監査役2名）は、取締役会への出席による取締役の職務執行の監視を行うとともに、常勤監査役が経営会議へオブザーバーとして
出席することにより、適時開示に関する情報収集から取締役会での意思決定に至るまで、一連の過程を包括的に監視することができる体制として
おります。

（適時開示にかかる社内教育体制）

当社グループが適切に適時開示を行っていくためには、情報取扱責任者に開示対象となる重要な内部情報の全てが集約される体制を常に維持
していかなければなりません。そのためには、全ての役員及び従業員が適時開示及び内部情報管理の重要性を認識する必要があります。そこで
当社グループでは、「内部者取引管理規程」に基づき、重要な内部情報管理についての当社グループ役員及び従業員に対する教育を適宜行い、
啓蒙を図っております。

ｂ．適時開示担当組織（担当部署及び人員数等）の状況

重要な内部情報の当社グループ内での管理、証券取引所への対応、内部情報の適時開示の管理を行う情報取扱責任者は当社取締役副社長兼
CFOであり、情報取扱責任者の管理の下、経営管理本部が情報管理担当部署となり、企業情報の適時開示業務を行っております。

担当部署：経営管理本部 経営推進部 9名

情報取扱責任者の役職名及び氏名：取締役副社長兼CFO 柳澤孝旨

ｃ．適時開示手続き

上記a.の適時開示手続きを図示すると別添図のとおりとなります。




